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第 2回 公契約審議会
平成 28年 3月 11日（金）午後 3時～午後 5時 

東 41会議室  
出席委員 石原委員、河邊委員、河合委員、清水委員、長坂委員、中原委員

事務局 鈴木財務部長・榎本契約検査課長・宮地契約検査課主幹、本多契約検査課

長補佐

契約検査課長

石原会長

主幹

石原会長

各委員

石原会長

主幹

委員

委員

委員

契約検査課長

開会宣言

挨拶

（議題１．前回審議会の確認事項について）

別紙のとおり説明（資料１（１）公契約審議会運営要領（公開につい

て））

質問・意見ありませんか。

異議なし

それでは次の議題に移らせていただきます。（２）労働環境確認書につ

いて、事務局より説明お願いします。

別紙のとおり説明（資料１（２）労働環境確認書）

公契約条例を守ることでダンピングでの受注がなくなり、労働者に利

益が分配され、企業側も利益が確保できるものの、結果的に市の財政

負担が増えるが、市の立場からやむなしとのことで理解した。また、

このチェックシートで大丈夫かという面はあるが、市が労働基準監督

署の代わりはできないため、実効性を確保できる運営は限界がある。

市が同様な運営を目指すとすれば、悪質な業者の入札排除等により機

能すると思う。公契約の相手方へは、あくまで任意の協力を求める中

で、公契約の意義を求めるしかない。問題があれば改善するのは当然

だが、以上から、スタートとしてはこのぐらいでいいのではないか。

信用していないわけではないが、はい、いいえだけだと問題があると

思う。愛知県初ということで、運営の中で確認していけばよい。１年

間見ていく中で、何らかの形で就業規則を見たいという思いはある。

労働環境確認書の周知徹底に関して、下請負者への要請等が今回２項

目となったが、選択肢の基準がわからないという質問が出てくるので

はないか。項目の狙いやチェック内容等を伝えてほしい。また、下請

業者がそのさらに下請業者にどう説明すればいいか市から説明してほ

しい。

事業者がその下請け業者に説明する場合、言葉だけでは難しいと思う
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石原会長

課長補佐

ため、市で用意したリーフレットで業者間でも説明ができるようにし

たい。また、業者にそのリーフレットを見て内容を確認してもらい、

契約をしていくような形にしたい。

そういう資料があると説明しやすいため、市には工夫してほしい。

答申内容について委員の皆様にご了解いただくわけだが、答申をまと

める際は、事業者側と労働者側で、よきコンセンサスに基づき作成し

たということが、今後の諸般の中で重要だと思う。基本は、この議題

における当初の委員の意見でいいと思うが、次の委員の就業規則添付

等で実効性を担保したいという意見もある。当初の委員の意見で示唆

された内容、設定で会議を進めていくが、場合によっては、就業規則

についても答申に数行追加して確認する形としたい。

（議題２．入札制度改正について）

それでは次の議題に移らせていただきます。議題２．入札制度改正に

ついて、事務局より説明お願いします。

別紙のとおり説明（資料２）

前回会議でもこの点は業界で注目していると発言したが、考慮してい

ただけるというのはありがたい。この基準が適正かどうかは一概には

言えないが、県に準じているのは業界としてもわかりやすい。また、

地域性社会性の配点だが、この地域の土木業者の根本は、伊勢湾台風

の災害復旧にあり、近年、東日本大震災があったため、防災意識の重

要性が見直されている。防災、災害に対応できる力を地域が持ってい

るかという観点は、常に重要に思っていただきたい。

総合評価落札方式における地域性社会性の配点の中で、災害時応急対

策業務協定という項目があり、協定があれば１点加点されるが、１点

は一億円の工事の場合では百万円ぐらいの価値となる。また、自社の

従業員で消防団員の方がいる場合に加入できる消防団協力事業所表示

制度に該当する場合も０．５点の加点がある。災害に関する加点は合

わせて１．５点となる。

官公庁の案件は、オイルショックぐらいから発注が減ってきたため、

妥当な金額で受注できれば妥当な賃金を払えたが、それが崩れてきた。

平均の最低制限価格率が今回の改正で上がるということは、企業とし

てありがたい。

一般管理費等の間接費的な経費の係数がなぜここまで低かったのか。

地方自治法施行令では、当初は、この設定の目的が品質確保だったた

め、直接関連する直接工事費が高くなっていたが、それだけでは、担
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い手の不足など、長期的に見て品質が確保できないと考え方が変わっ

てきて、間接費等の経費の係数が徐々に上がってきている。

入札制度改正の内容や方向について、資料の内容を認識いただきたい。

次の議題に移らせていただきます。

（議題３．労働報酬下限額について）

３の議題は、一つずつ議論していきたい。まず（１）工事請負契約に

ついて、事務局より説明お願いします。

別紙のとおり説明（資料３（１）工事請負契約）

労働報酬下限額における市の考え方、根拠のところで、最初に事業者

にとって無理のない範囲という文言だが、この７５％は無理がないと

いう意味なのか、または適正な基準なのか。労働者から見て、市の発

注案件は、民間と比べ単価が少しでも高くという思いがある。この数

値は私の想定額より低かった。この額が建設業界では適正なのかわか

らないので教えてほしいし、入札制度改正で受注額も上がる状況の中

で、この７５％が適正かということも教えてほしい。

事業者にとって無理がない範囲という書き方は、立場が違えば受け取

り方は違うと思うがどうか。

豊橋市は、この審議会の前段階である懇談会において、最終的に基本

条例ではなく公契約条例を選んだが、労働環境の確保の面でかなり進

んだ条例ができたと思っている。その面から事業者にとって無理がな

いという事業者側への配慮からその表現としたが、労働者側からのア

プローチとしては、適正な労働環境の確保などの言葉を答申の中に入

れて反映させることが必要と考えている。

７５％の根拠は、資料２ページの表において、豊橋市で一番多い小企

業の若年層の数値というのが市としての考えだが、我孫子市と直方市

では８０％である。今回、例えば８０％とした場合、事業者側から見

て支払う金額は上がるのか。実際の影響はほとんどないのではないか。

７５％というのは、労働者側から見て、他市と比べると厳しいスター

トだと思うがどうか。先行事例の中では一番低い。

受注する際に事業者側が一番不安に思うことは、労働者の賃金を８０、

９０％などで支払う意識が下層の下請業者へも伝わるため、その経費

も確保しなければならないことである。現時点では、この基準が続く

前提ではなく、変更する可能性もあるということなので、最初はこの

基準でどうかという市の意見として理解している。

他市の状況を見ると、関東圏が非常に高く、また野田市のように途中
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で８５％へステップアップした事例もあるが、私としては、最低でも

８０％から初めてほしいという思いがある。また、公契約のスタート

が、労働者、企業、市の全者にとってよきこととすべきということが

一番主眼だとしたら、他の先行都市よりも低いのが腑に落ちないし、

労働報酬下限額を導入すること自体が政治的だと思う反面、導入する

のであれば他都市と比べて遜色のない基準としてほしい。

入札制度改正は現在確定ではないか。

今年度で確定する。

調整役として案だが、一般管理費の０．５５を０．６とし、労働報酬

下限額を８０％に上げるのはどうか。事業者側にとっては最低制限価

格が上がれば利益が上がるものの、市の負担は増えることになるが。

根拠が他都市の状況だけでは足りないと判断し、実態の状況も資料と

した。無理がないという思いからこの基準でスタートするという案を

作成したが、あとは、事業者側が実際に支払い可能か、確認していた

だき、意見をいただきたい。

現状、若年層の雇用やワーキングプアという問題もある状況をふまえ

ると、最低という観点では資料にあるように現状７５％かもしれない

が、豊橋市では、諸般の事情をふまえて８０％ではどうか。ちなみに、

一般管理費の掛け率の０．３から０．５５に上げるのはどういった理

由からか。

基本的には、国が示している標準的な算定式に合わせて引き上げたと

いう形になるが、国、愛知県及び全国的に同基準が多数を占めている。

政令指定都市では８０％以上が同基準である。市内業者は国、愛知県、

豊橋市のいずれの入札にも参加することがありえるため、全て同基準

で参加できるのは、わかりやすいというメリットがあると思われる。

入札制度は議決事項ではないため、一般管理費の０．５５を０．６と

し、労働報酬下限額を８０％に上げるのはどうか。ただ、それが困難

な場合、７５％では労働者側としては納得しがたいと思う。

７５％とした根拠を理解できる部分もあるが、先行都市の野田市が当

初８０％だったということもあるので、せめて８０％ではないか、少

し安全運転を意識しすぎではないかと思う。

一般的には、繁忙期などは元請業者は下請け業者に通常より多く支払

うが、親方に支払うため、その従業員の給与が平時より上がっている

と保証できない。ただ、多く払わなければ人が集まらない状況なので、

何か刺激する必要があるとも思う。また、中間業者があまり利益を取

りすぎないでほしいと思う時もある。
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下請け業者が何層にもなると難しい点があるということだが、市とし

てはどうか。

設計労務単価の率についてはかなり議論を重ねてきた。建設業は重層

的な業界なので、下層の業者まで賃金上昇は難しいということだが、

賃金が上昇しない業者は排除される可能性もある。

ただ、中間業者における管理部門の従業員への経費も必要である。そ

こを市としてどう思うか。難しいのは、元請から下請けではなく、そ

こから下層の業者ほど最低賃金が問題となりやすいと思うので、下層

業者の意識が変わるような何かができればいいと思う。

そういう点では、今回の制度改正で、最低制限価格について平均７１％

から８６％へと大きく上げるため、市としては大きく踏み込んだとい

うことを考慮していただきたい。

労働者側としては、７５％ではなく、８０、８５％を市は考えてほし

いと答申の中に入れた方がよいと思う。また、事業者側では、下請業

者の下層でも７５％以上の賃金が担保できるような運用を市としてで

きればよいと思う。また、例えば、公益通報制度は基本的には組織内

が対象だが、そういった既存の制度を組み合わせて、労働者の立場を

守ることができるような文章を答申に入れたいと思う。

例えば、労働者側からの申し出により市が事業所へ立入調査すること

については条例で記述しているが、今考えているのは、リーフレット

にて、労働者が、事業者を経由せず市へ直接申し出ができる電話番号

を記載するように検討している。

どうしても７５％という数値が問題というわけではなく、この金額自

体が、働くうえで妥当な金額か議論したい。この金額が妥当であり、

労働報酬下限額として７５％が適正ということであれば、納得ができ

る。他都市では８０％、９０％で妥当という判断で運用されていると

思うが、豊橋市では、入札制度なども改正したうえで、下層の下請業

者でも７５％が妥当かという点をまず押さえたい。妥当であれば７

５％で導入し、さらに上積みを目指す形であれば納得できる。

そもそも設計労務単価は、労働者平均額で設定されていると思う。ま

た、特に若年層の賃金について、特定公契約の工事に関わったからす

ぐに月給が上がることは恐らくないため、まずは７５％で開始し、条

例が浸透してくれば、賃金水準が上がってくると思うので、最終的に

は、率が上がっても業者は無理なく対応できると考え、この率とした。

なお、設計労務単価は近年急激に上昇しているが、労働者の月給がそ

の上昇に合わせて数年で２，３割上昇しているとは考えにくいため、
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その上昇幅に月給が追いつくまでの猶予期間という意味合いも考え、

今回は低めの案を提示させていただいた。

実際の賃金額について市もデータがなく、設計労務単価などの公表さ

れている数値を基にするしかない。事業者側も、下請業者でも下層に

いくほど状況が不安になると思う。同じ話の繰り返しで申し訳ないが、

スタートはこの程度とさせていただいて、運用の中で、元請業者が公

契約について下請業者に説明する機会を通して浸透していき、下限の

割合もステップアップできればと思う。摘発が主眼ではなく、賃金に

金額をかけられるような額で市も発注するため、事業者は労働者に適

正に払っていただき、労働者はその分多めに生活などで使っていただ

きたいというのが主眼なので、できれば長い目で見ていただきたい。

仮に７５％であっても、最初のステップと捉えると大きな進歩だ。た

だ、運用上の問題点は、チッェクシートの１６，１７番になると思う

ので、市は労働基準監督署ではないが、市としての裁量の範囲で努力

すべきというやや強めの表現を答申に入れることとセットで、７５％

というのはどうか。

工事完了後の工事成績において、施工体制の評価は、公契約条例の内

容と関連するのか。

現在の評価項目には、そこまでの内容は含まれていない。

例えば賃金水準が高ければ加点が増えるという評価があれば、元請は

敏感に反応する。

審議会の意見として提出いただければ、市としても検討できる。

加点対象となれば、賃金面で前向きな対応の余地があるようなので、

答申の中では、７５％だけが独り歩きしないよう留意して、７５％と

したいと思うがどうか。

下限額はあくまで最低額に過ぎないが、その額だけ払えばいいという

考え方が下層まで浸透してしまう恐れがあるので、その額以上払うの

が望ましいという表現にしてほしい。

それは主旨から考えれば答申には入る。

野田市が８０％から８５％に上がったのは何年かかったか。

野田市は、当初は平成２２年４月で、平成２４年１０月に８５％にな

っているので、約２年半かかっている。

それでは、補足、質問等があれば事務局に問い合わせていただくこと

として、工事請負については、答申では、設計労務単価の７５％とし

ます。次に（２）工事請負以外の契約（業務委託契約・指定管理協定）

について、事務局よりご説明お願いします。
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別紙のとおり説明（資料３（２）工事請負以外の契約（業務委託契約・

指定管理協定））

最低賃金が改定された場合は、今の案だと１５円上積みということか。

そのような答申をいただくと、そのようになる。

業務委託と指定管理は、セットの自治体が多いのか。

基本的には同一単価の自治体が多い。

なぜ１５円か。

資料の５ページの上の表で、生活保護基準のように算出結果が最低賃

金を下回る対象外のものを除くと、他都市の状況は下の表になるため、

下の表を参考とした。

下の表を見ると、直感的には２５円が理解しやすいが、なぜ１５円か。

先ほどと同様で、スタートをこの程度として、どれくらい影響がでる

か運用の中で確認したいためである。

指定管理の場合、人件費を計算する際にこの金額が基準単価になるの

か。

職種によって単価が違うので、どこを基準とすべきかと考えると、最

低賃金を基準として２５円上積みの算出方法のように中間を基準とい

うのはどうかと思う。

職種の対象範囲を設定したのは、例えばシステムエンジニアのように

そもそも単価が高い職種は不要だが、豊橋市でよく低入札となる職種

は、大きく分けて２つあり、一つは清掃関係で、資格が不要でパート

等の臨時職員が多いからという理由が挙げられ、最低賃金での人件費

計算をされている。もう一つは給食で、こちらも落札率が低いが、こ

れは、他都市も同様だが臨時職員が多いためで、以上からこれらの職

種を主な対象範囲としている。ただ、有資格者が必要な職種は、条例

で定める下限額案を大きく上回っている。

工事の下限額は、他都市の状況ではなく、統計調査結果を根拠として

７５％としたが、委託の場合は、他都市の状況を見た算出方法なので、

金額の問題以前に、これだけでは根拠が弱いという印象を受ける。

以前は、都市部では最低賃金より生活保護基準が高いという逆転現象

があったので、そこから最低賃金と公契約の問題が出てきた経緯があ

る。また、職種では、例えば清掃や学校給食では、臨時職員が最低賃

金で労働している場合が他自治体でも多いと聞くので、最低賃金をど

う判断するかということになると思う。ただ、行政としては、最小の

経費で最大の効果という観点があるが、この資料で一番わかりやすい

のは２５円上積みのような気がする。答申を出す際に、なぜ１５円か
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契約検査課長
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石原会長

課長補佐

石原会長

課長補佐

石原会長

契約検査課長

石原会長

という根拠が必要となる。

１５円というのは、資料の中で、他都市の引き上げ額で最小の上積み

額を参考とした額である。

委託は、工事よりも非常に多くの方が直接影響を受ける。清掃業務に

ついて市で労働者単価を調査した結果、非常に多くの方が最低賃金額

だった。最低賃金から１円、２円上げるにしても、事業者側はかなり

反対が見込まれる。

そのことを答申に入れるのはどうか。例えば、職種によって実態は最

低賃金の労働者が多数占めているものがあり、そこから１５円上積み

したという説明をすれば異論はない。

それでは、（２）工事請負以外の契約（業務委託契約・指定管理協定）

については、１５円上積みとする。次に（３）未熟練者・年金受給者

について、事務局よりご説明お願いします。

別紙のとおり説明（資料３（３）未熟練者・年金受給者）

労働報酬下限額が下がったことにより、未熟練者の金額が地域別最低

賃金を下回った場合は地域別最低賃金か。

もちろんそのようになる。

では、意見等もないようですので、事務局案のとおりとします。

これで労働報酬下限額については以上だが、重要なことなので、あら

ためて、事務局のほうからまとめた内容を確認お願いします。

それでは、本日の結論を確認します。

工事請負契約については、設計労務単価の７５％とします。次に、工

事請負以外の契約については、最低賃金の８２０円に１５円を上積み

した８３５円で答申案を用意します。最後に、未熟練者、年金受給者

等については、工事の場合は、設計労務単価における軽作業員労働報

酬下限額の６５％、委託業務の場合は、最低賃金を労働報酬下限額と

するという答申案を用意します。

以上の３点が今回の答申の要の部分となる。労働者側からも、事業者

側からも多くの意見があったが、一番大きな点は、今回はスタートで

あり、７５％などの基準から開始することを明記すること、それから、

労働基準確認書の１６番，１７番がしっかり守られるように市として

配慮してほしいこと。また、努力している企業については、将来の入

札等に有利になる対応をしてほしいことを是非強めの書き方をしてほ

しい。また、条例の内容について、特定公契約の範囲内の労働者がお

かしいと思った場合には、市に直接申し出ができる機会があることの

周知徹底と、以上について、委員から強く希望がありましたので、答
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申の附帯意見及び付記事項として明記をしてほしい。なお、これら以

外に答申に組み入れたい意見等がありましたら委員の皆様にご指摘い

ただきたい。あと、７５％等の下限額の設定根拠を簡潔に明記してい

ただきたい。

（議題４．答申について）

答申については、委員の議論の内容を事務局で答申の案という形でま

とめていただく。手続きの流れとしては、事務局案を私が一読し、必

要があれば修正した内容を委員の皆様にお渡しするので、そこでご示

唆をいただき、その内容をあらためて事務局と私で検討した内容を最

終案として確定し、再度委員の皆様にご確認いただいて確定としたい

がよろしいか。

（質問・意見なし）

それでは、そのようにまとめさせていただく。


